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1.はじめに 2011年 3月 11日に発生した東日本大震災では、約 42km2にわたる過去最大

の液状化被害が発生した。また、今回の地震は発生から収束までの継続時間が 150(s)と長
く、この継続時間の長さが液状化被害を大きくしたと言われている 1)。日本ではこれまで

に主に固化材等を用いた液状化抑制手法が開発されてきた 2),3)が、引張力に弱い土質材料

に引張補強材混合し、液状化対策として用いた例はあまり見られない。この引張補強材を

用いた事例として、補強土工法の 1つである短繊維混合補強度工法 4)があり、繊維質材料

の混合により強度・靭性等の力学特性の向上が明らかとなっている。そこで本研究では、

今回の震災で家屋等の崩壊により大量に発生した廃木材や竹廃材に着目し、砂と混合させ

引張補強材として用い、廃棄物を用いた液状化抑制手法の開発することを目的としている。

本報告では、まず市販の短繊維引張補強材と固化材の利用が砂の液状化挙動に及ぼす影響

について報告する。 
2.実験概要 

2-1 実験に用いた試料 土質材料には豊浦硅砂、短繊維引張補強材に

は平均長さ 12.0 ㎜ (±0.05) のポリビニルアルコール繊維 (クラロン
K-Ⅱ) 、固化材には普通ポルトランドセメント、廃石膏ボードを焼成
処理することにより得られる再生半水石膏を用いた。 

2-2 供試体作製方法 供試体作製ではすべての条件において豊浦硅

砂の Dr=60%における乾燥密度ρd=1.489g/cm3を目標とし、密度管理に 
よる締固め法 (タンピング法) により供試体を作製した。ここで、含水比の調整は砂、短繊維、固化材の混合後に
w=10%となる水を加え、手で十分に混合・攪拌を行った。また、セメントを混合した際の養生期間は 3日間とした。 
2-3 実験条件及び方法 表-1 に実験条件を示す。短繊維及び固化材混合率の設定は、各条件下において破壊形態が

変化することから、別途行った一軸圧縮強さの結果を考慮し液状化対策として妥当な強度である 50kN/m2を最低限満

足すること 3)を条件として設定した。検討条件は、短繊維 (F) 混合 0、1%、セメント (C) 1%、2%、セメント (C) 1%
に対して短繊維 (F) 1%、再生半水石膏(B) 5%を混合させた 6条件について検討を行った。ここで再生半水石膏混合
条件については、再生半水石膏のみの混合では強度にばらつきが生じ、さらにフッ素の溶出も懸念されるためセメン

ト (C) 1%も混合している。非排水繰返しせん断試験は、載荷速度 0.1Hzの正弦波の応力制御により行い、両振幅ひ
ずみ DA=5%にて液状化の判定を行った。なお、全ての条件において供試体の飽和度 (B値) が 0.96以上であること
を確認している。 

3.実験結果及び考察 

3-1 短繊維が砂の液状化強度に及ぼす影響 図-1 に短繊維混合条件における非排水繰返しせん断試験により得ら

れた有効応力経路図を示している。同一繰返し応力比において(a)C=0%と(b)C=0%+F=1%の応力経路により短繊維
混合の影響を確認すると、短繊維混合により繰返しに伴う有効応力の低下が抑えられ、変相線に達するまでの繰返

し回数は多くなっていることがわかる。短繊維混合によって液状化抵抗を増加させる効果があることがわかる。次

に短繊維と固化材を混合させた (c) C=1%+F=1%では、さらに繰返し応力比が大きくなったにも関わらず、液状化に
至るまでの繰返し回数はさらに増加し、ストレスパスが変相線に達した後のサイクリックモビリティーが顕著に現

れていることがわかる。次に、繰返し回数と過剰間隙水圧比の関係を図-2に示す。まず、未処理砂と短繊維混合の 

みの過剰間隙水圧の発生状況は、τ/pc’=0.6付近から発生傾向が変化し、一気に液状化に至った。これに対し、固化材 
を加えると、過剰間隙水圧は繰返しに伴って急な変化はなく ゆっくりと τ/pc’=1.0に達し、液状化に至っている。 
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写真-1 液状化による被害 

写真-2 PVA 繊維 
(平均長さ 12.0 ㎜) 

表-1 実験条件 
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図-3 に繰返し回数と両振幅

軸ひずみ(DA)の関係を示す。
短繊維の混合により液状化

に至る変形をわずかではあ

るが抑制でき、さらに固化材

を混合することにより変形

は一気に進まずゆっくり破

壊に至っている。これらは固 

化材混合により砂粒子間の固結力が発生し、短繊維

混合により変形が拘束され、粘り強い挙動が現れた

と考えられる。 

3-2 固化材混合が砂の液状化挙動に及ぼす影響 

図-4 に固化材の条件における有効応力経路図を示

す。図-1(a)の未処理砂と比較すると、固化材混合

により繰返しせん初期に膨張傾向を示し、有効応力 

は繰返しと共にゆっくり低下す

ることがわかる。また、 (c) 
C=1%+B=5%を見ると有効応力
は 0に達しておらず、特に伸張側
で有効応力の増減を繰返した。次

に繰返し回数と過剰間隙水圧比

の関係を図-5 に示す。セメント

混合では、液状化に至るまで終止 
ゆっくりと過剰間隙水圧が上昇し、最終的に 1.0 に
近づいている。またその傾向はセメント混合量にも

大きく依存している。さらに再生半水石膏混合では、

よりゆっくりとした上昇挙動を示し、過剰間隙水圧

は完全に 1.0に至らず、変形が 5%に達し液状化状態
に至った。さらに図-6に示す繰返し回数と両振幅軸

ひずみを見ると、未処理砂は液状化直前で大きなひ

ずみが発生し液状化に至るのに対し、セメント混合 
に伴いひずみは徐々に発生し、再生半水石膏を混合するとさらにひず

みの発生がゆっくりとなる。これは、セメントのみの混合に比べ、再

生半水石膏混合に伴い砂粒子間の固結力が増加し、より粘り強さが現

れたためと考えられる。これらの結果から DA=5%を液状化判定とし、
図-7 に液状化強度曲線を示す。液状化強度 N20 と東日本大震クラス

(M9.0)の地震の液状化強度 N34
5) に着目すると、未処理砂に比べ処理土 

はいずれも液状化強度が増加した。この強度増加は、固化材混合による粘り強さ、短繊維混合による変形拘束が起

因したと考えられ、再生半水石膏、短繊維は液状化抑制に十分期待できる材料であると考える。 

4.まとめ 砂に短繊維引張補強材を混合させると変形拘束が生じ、液状化強度は増加した。さらに、固化材を混合さ

せることにより砂粒子間に固結力が発生し、短繊維引張補強材のみの混合より液状化強度は増加した。これらの結果

から、短繊維、再生半水石膏の混合は液状化抑制に期待できることが示された。今後は木チップや竹チップ等の災害

廃棄物を用いて検討を行っていく予定である。 
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図-1 有効応力経路図 
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図-4 有効応力経路図 
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図-5 繰返し回数と 
過剰間隙水圧比の関係 

図-6 繰返し回数と 
両振幅軸ひずみの関係 
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図-7 液状化強度曲線 
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図-2 繰返し回数と 
過剰間隙水圧比の関係 

図-3 繰返し回数と 
両振幅軸ひずみの関係 
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